
   

第３節 法第 34 条第 14 号に関するその他の基準 
「農産物の直売所の建築行為等に係る取扱い方針」（法第 34 条第 14 号） 

農産物の地産地消による農業振興策の拡充を図るため、農業を営む者等が継続して農地を保有しつつ、

主として自ら生産する農産物を販売する目的で建設する直売所について、次の方針により農政担当と調

整がなされた場合は、法第 34 条第 14 号又は政令第 36 条第１項第３号ホによる審査の対象とする。 

（申請者の要件） 

１ 申請者は、農家、構成員が農家である団体又は農業協同組合であること。 

（申請地の立地要件等） 

２ 申請地は次の各号に該当すること。 

(1) 「横浜みどりアップ計画」による保全策を行う農地及び保全策を行う農地周辺であること。 

(2) 申請地は、申請者の所有する土地であること。ただし、申請者が直売所として利用するため、申

請地の所有者と長期の賃貸借契約若しくは使用貸借契約を締結している場合又は締結見込みのあ

る場合については、この限りでない。 

(3) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号。以下「農振法」という。）第８条第

２項第１号に規定する農用地区域となる場合は、農振法第８条第１項に基づく農業振興地域整備計

画に定められていること及びその他農振法の規定に適合すること。 

(4) 予定建築物の敷地は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第１項に規定する幅員 4.5

メートル以上の常時車両通行が可能な既存の道路に接していること。 

(5) 申請区域内に適正な規模の駐車場を確保すること。 

（直売所の内容） 

３ 直売所の内容は、次の各号に適合していること。 

(1) 直売所は、原則として平屋建であること。 

(2) 農産物を直接販売に供する部分のほか、次のいずれかに供するもので、かつ、その規模が必要最

小限であること。 

ア 主として自ら生産する農産物を原料または材料とした農産加工品の販売 

イ 農産物の選別や包装等、収穫から販売までに必要な調製 

ウ その他、便所、洗い場等直売所の管理に必要なもの 

（施行期日） 

４ この方針は、平成 27 年４月１日から施行する。 

注 

１ 申請内容が、法第 29 条第１項第 11 号に該当する場合は、本方針を適用しない。 

２ 本方針第２項第４号の幅員 4.5 メートル以上の規定は、予定建築物の敷地に接する部分の他、同敷

地に至る道路にも適用する。また、開発行為が伴うものにあっては、法第 33 条に規定する道路基準

にも適合すること。 

 

「開発審査会の議を経て許可した計画の変更にかかる許可申請について」（包括承認要件 

第 164 号議案その 19） 

開発審査会の議を経て許可した後、計画の内容を変更する場合（建築物の用途を変更する場合を除

く。）又は申請者を変更する場合（提案基準第４号、第５号、第 19 号により許可されたものを除く。）

については許可することができるものとする。ただし、変更の内容が開発審査会における提案内容、審

議内容と異なるものを除く。 

 


